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監 査 報 告 第 １ ０ 号 

令和４年 １月１７日 

 

                         和 泉 市 長  辻   宏 康 様 

                         和 泉 市 議 会 議 長  森   久 往 様 

和泉市教育委員会教育長   小 川 秀 幸 様 

 

 

和泉市監査委員   露 口 六 彦 

                                              和泉市監査委員   松 本 利 裕 

 

 

令和３年度定期監査結果報告 

 

 

地方自治法第１９９条第４項の規定に基づき、令和３年度の定期監査（第２次分）を

実施したので、その結果について同条第９項の規定により、次のとおり提出します。 
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１. 監査の種類 

地方自治法第１９９条第４項に基づく定期監査 

   ・地方自治法第１９９条第１項に基づく財務監査 

   ・地方自治法第１９９条第２項に基づく行政監査 

 

 

２. 監査の対象 

(1) 対象機関：健康づくり推進室 病院経営管理担当 

保育園 ４園 

（国府第一、国府第二、鶴山台第一、くすのき） 

(2) 対象事務：令和３年４月１日から令和３年９月３０日までの事務事業 

 

 

３. 監査の着眼点 

(1) 病院経営管理担当 

① 業務委託契約状況について 

② 工事契約状況について 

③ 備品購入状況について   

(2) 保育園 

① 光熱水費支出状況について 

② 備品購入状況について 

③ 公金の取扱状況について 

④ 準公金の取扱状況について 

⑤ 防災・防犯訓練実施状況について 

⑥ 各種日誌記載状況について 

 

 

４. 監査の主な実施内容 

  令和３年４月１日から令和３年９月３０日までの財務などに関する事務について、監

査対象施設からあらかじめ提出された関係資料及び諸帳簿など（一部抽出）を照査する

とともに、関係職員から業務の概要及び事務処理状況などについて説明を受け、質問す

るなどの方法により実施した。 

監査基準第１６条の規定に基づき、次の実施手続きを組み合わせて、合理的かつ効果

的に行った。 

(1) 実  査：事実の存否について、実地に現物検証、現場検証等によって直接検証す 

る。 
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(2) 確  認：事実の存否について、当該事項に関係のない第三者の証明書等の証拠を 

もって確かめる。 

(3) 証憑突合：資産、負債、取引や事象が正しく記録されていることを、その根拠とな 

る資料等で確かめる。 

(4) 計算突合：記録や文書の計算の正確性を自ら計算し確かめる。 

(5) 質  問：事実の存否又は問題点について、監査等対象組織の職員などに質問して

回答又は説明を求める。 

(6) 閲  覧：紙媒体、電子媒体又はその他の媒体による組織内外の記録や文書を確か 

める。 

 

 

５．監査等の実施場所及び日程 

(1) 実施時期：令和３年１０月２２日から令和３年１１月１５日まで  

(2) 実施場所：市役所会議室及び各保育園 

 

                                                 

６．監査の結果 

監査対象施設の財務などに関する事務の執行は、適正に行われているものと認められた。

監査対象事務ごとの内容は次のとおりである。 

 

（1）病院経営管理担当 

① 業務委託契約状況について 

総合医療センター内部改修工事監理業務委託契約や診療報酬回収業務委託など合計

６件の業務委託を随意契約で締結している。これらの事務について関係書類を調査し

た結果、和泉市随意契約ガイドラインに基づき適正に執行されていると認められた。 

 

② 工事契約状況について 

総合医療センター内部改修工事契約を制限付き一般競争入札で締結している。この

事務について関係書類を調査した結果、適正に執行されていると認められた。 

  

③ 備品購入状況について 

心臓血管外科用医療機器を指名競争入札で購入している。この事務について関係書

類を調査した結果、適正に執行されていると認められた。 
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（2）保育園 

① 光熱水費支出状況について 

   電気料金、水道料金及びガス料金について、平成２９年度から令和３年度までの支

出状況推移を調査した結果、適正に執行されていると認められた。 

 

② 備品購入状況について 

   新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、フリーパーテーション等を購入してい 

た。備品管理台帳を調査した結果、適正に管理されていると認められた。 

 

③ 公金取扱状況について 

   保育所保護者負担金の口座振替不能分及び一時保育等保護者負担金や日本スポーツ

振興センター災害共済負担金を保護者から徴収し、市へ納入している。給食費（主食、

副食）については、令和３年４月から口座振替となったため、現金の取扱いが大幅に

減少した。口座振替不能分及び職員給食実費徴収金は現金で徴収し、市へ納入してい

る。 

これらの事務について関係書類を調査した結果、適正かつ効率的に執行されている

と認められた。 

 

④ 準公金取扱状況について 

   協力費、写真代を保護者から徴収し、園児の学習経費等に充て、年度末に収支を会

計報告書で報告している。 

これらの事務について関係書類を調査した結果、適正かつ効率的に執行されている

と認められた。 

 

⑤ 防災・防犯訓練実施状況について 

消火器・ＡＥＤを配置し、消防法第８条に従って災害避難訓練を行っている。全職

員はＡＥＤの使用方法についての講習を受けている。また、通用門にオートロック、

モニター付インターホン、非常通報装置を設置し、不審者対処避難訓練を毎月実施し

ている。非常通報装置点検時には警察と連携した訓練を実施している。防災・防犯訓

練実施後は職員間で検証を行い、課題があれば職員会議で情報共有している。 

これらのことから、防災・防犯対策は、適正に執行されていると認められた。 

 

⑥ 各種日誌記載状況について 

１日の主な行事、活動の目的、出欠人数、保健記録、個別に配慮すること等を記載

する保育日誌などについて調査した結果、適正に記載されていると認められた。 
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監査対象保育園 園児数（令和３年１０月１日現在） 

（単位：人） 

園名 定員 ０歳児 1歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

国 府 第 一 

保育園 

１５０ ５ １５ １９ １８ 

 （２） 

２６ 

 （３） 

２９ 

 （１） 

１１２ 

(６) 

国 府 第 二 

保育園 

１２０ ５ １０ １３ １４ 

 （１） 

１９ 

 （２） 

２２ 

 （２） 

８３ 

 （５） 

鶴山台第一 

保育園 

１２０  １０ ８ 

 

９ 

 （２） 

１４ 

 

１９ 

 

６０ 

(２) 

く す の き 

保育園 

１２０  ５ １０ １４  １４

 （２） 

１４ 

 （２） 

１８ 

(１) 

７５ 

(５) 

※（ ）は障がい児で、外数。 

 

 

 

 

 

監査対象保育園 職員数（令和３年１０月１日現在） 

（単位：人） 

※ 育休等長期休暇者は除く。 

 

園名 園長 副園長 保育士 看護師 栄養士 調理員 用務員 合計 

国 府 第 一 

保育園 
１ １ １５ １ 

１ 

（兼務） 
１ １ ２１ 

国 府 第 二 

保育園 
１ １ １０ １ １ ２ ０ １６ 

鶴山台第一 

 保育園 
１ １ ７ ０ １ １ １ １２ 

く す の き 

保育園 
１ ２ １２ １ 

１ 

(兼務) 
２ １ ２０ 
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（3）意見 

 ① 病院経営管理担当 

  着眼点に関する項目のほか、報酬支出状況、公の施設の指定管理状況などを調査し

た結果、適正かつ効率的に執行されていると認められた。 

総合医療センターは、令和３年３月に厚生労働省より地域がん診療連携拠点病院の

指定を受け、令和４年４月に地域医療支援病院の指定を予定している。 

今後も高度医療の充実、救急医療の拡大に努め、公立病院として市民が安心して医

療を受けることのできる体制の拡充に向け、指定管理者と連携を図りながら、安定し

た病院事業の推進に努められたい。 

 

 

② 保育園 

従前より、現金取扱いリスクの軽減方策を検討依頼してきたが、令和３年４月から、

現金のみで徴収していた給食費について、口座振替が開始され、現金取扱い事務が大

幅に減少し、事務の軽減が図られた。今後も引き続き事務のあり方等を検討し、現金

取扱いのリスク軽減に努められたい。 

防災・防犯対策については、いろいろな事態を想定し、それぞれ月１回ずつの訓練

を実施している。PDCAサイクルを活用し、迅速に対処できるよう訓練実施を心がけら

れたい。 

ヒヤリハットの情報については、園長会等で情報共有し、各園の職員会議で注意喚

起を行っている。今後は、より迅速な方法で情報共有できるよう検討されたい。 

また、新型コロナウイルス感染症対策については、三密回避・手指衛生・マスクの

着用・健康管理・換気・おもちゃの除菌などを徹底し、各園独自対策として、歯磨き

方法の工夫等実施している。緊急事態宣言は解除されたが、引き続き、保育園間やこ

ども未来室と情報共有し、こども達が安心・安全な保育園生活を送れるよう努められ

たい。 

 

 


